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第４回知的創造サイクル専門調査会 

 

１．開 会：平成１８年１月３０日（月）１３時３０分～１５時３０分 

２．場 所：知的財産戦略推進事務局会議室 

３．出席者： 

【委 員】阿部会長 加藤委員 下坂委員 妹尾委員 田中委員 八田委員 前田委員  

吉野委員  

【事務局】荒井事務局長 藤田事務局次長 

４．議事 

（１）開会  

（２）知的財産人材育成総合戦略について 

（３）知的財産基本法の施行の状況及び今後の方針について 

（４）知的創造サイクルに関する重点課題について 

（５）閉会 

 

○阿部会長 それでは、全員お集まりのようでございますので、第４回の「知的創造サイ

クル専門調査会」を開催させていただきます。 

 本日、御多用のところ御参集いただきましたが、板井委員、久保利委員、中山委員は御

欠席という連絡をいただいております。 

 第１の議題であります「知的財産人材育成総合戦略について」でありますけれども、事

務局で委員の皆様の御意見、あるいは関係省庁との御意見の調整をして報告案を取りまと

めてくれました。事務局から、まずは報告案について説明をしていただきいと思います。

では、よろしくお願いします。 

○藤田事務局次長 それでは、資料１に沿って簡単に御説明を申し上げます。前回の会合

でお示しした案から変更になったところを中心に御説明申し上げます。 

 まず総論のところですけれども、４ページをお開きいただきたいと存じます。委員の方

から、創造人材について、知的財産を創出する、創造する人材について、その重要性をも

っと強調すべきであるという御意見をいただきまして、４ページの一番上のところに１つ

段落を、「知的財産を創造する人材について」ということで付け加えてございます。 

 それから、次の段落も新しく付け加わったところでございまして、裾野人材が重要であ

り、国民全体の創造力や知財の意識を高めるということをしっかり総論でも書くべきだと

いう御指摘をいただきましたので、ここの２つ目の段落についても新たに加えてございま

す。 

 次に、５ページでございます。前回の案では真ん中の箱の中でございますけれども、３

つの分類で知財のレベルを高、中、低と書いてございましたが、若干誤解を招く表現ぶり

はいかがなものかという御指摘をいただきましたので、これは消させていただきました。 
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飛びまして 10 ページでございます。第４章の「総合戦略の進め方」というところで真ん中

辺りでございますけれども、１期、２期、３期と分けるということはお示しをしてござい

ましたが、それぞれの期の中で計画をし、それを実施、評価、そして再びそれを計画にフ

ィードバックするというサイクルを回すことが重要であるということで人材育成サイクル

という概念を加えさせていただきました。 

 次に、13 ページでございます。今までは、横串の施策について十分にまとめていなかっ

た嫌いがございまして、ここの 13 ページのところで 10 個の重点施策ということで柱を 10

本立てさせていただきました。 

 まず 14 ページでございますが、第１点が知財の人材育成推進のための協議会の創設とい

うことでございまして、知財に関わる教育や研修を行う機関が連携を深めて情報交換ある

いは相互協力をするということで、案としては②の１番のところに書いてございますけれ

ども、工業所有権情報・研修館とか日本知的財産協会、あるいは弁理士会、発明協会、日

弁連等々の機関の代表者を構成メンバーとして協議会を設立し、２番に書いてあるような

項目についてその協議会で中心になって推進をしていただくということはどうかというこ

とでございます。 

 それから、15 ページは知財の教育研究のさまざまな支援プログラムがございますけれど

も、これは国の施策が中心になるわけですが、そうした支援プログラムの充実を図るとい

うことでございます。 

 それから、16 ページは「先端技術を理解できる人材等の誘引・活用」ということでござ

いまして、ポスドクを始めさまざまな先端技術がわかる人をこの知財の世界に引き込むと

いうことが書いてございます。 

 次の 17 ページは「実務経験者の活用」ということでございまして、特にこの場で御議論、

御意見がございました、例えば②の２番のところですけれども、知財の取り組みの強化を

進める企業、大学等、ＴＬＯにおいては知財に関する業務、特に契約業務の経験が豊富な

者及び市場性の目利きができる者の採用を促進し、ＯＪＴによって実務能力の向上を図る

と書いてございます。 

 次のページが（５）融合人材の育成ということでございます。例えば②の４番のところ

ですけれども、「企業、大学等は、知的財産を経営・事業戦略等に組み込むことのできる人

材を育成するような各種の取組等を行う」と書いてございます。 

 次のページが「海外派遣など海外との交流の促進」でございまして、これも委員の方々

からいろいろ御意見を賜りました。特に①の１番の後ろの方ですが、「理系人材が海外で法

律・経営等を学ぶための財政的支援を行う」。あるいは、②の３番のところでございますけ

れども、「アジア地域など海外からの優秀な学生の受け入れを促進し、教育レベルの向上を

図るとともに、卒業した学生との連携を深めるなど国内外人材ネットワークの促進を図る」

と書いてございます。 

 次の 20 ページは「人材のネットワーク化」とございます。例えば②の２番のところです
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けれども、「企業、大学等は、知的財産の実務に関する人材のデータベースを構築し、知的

財産人材のネットワーク化を促進する」と書いてございます。 

 次の 21 ページは「学会の活用と支援」とございまして、①の１番のところに幾つかの学

会の名前が例示してございますけれども、こうした学会における研究活動に政府としても

協力をすると書いてございます。 

 それから、②の４番をごらんいただきますと、「理系、経営系等の学会は、知的財産に関

する分科会等を設け、学会員の知的財産に関する理解を高める」と書いてございます。 

 次の 22 ページは「教材・教育ツールの開発」ということで、例えば①の１番ですけれど

も、政府が教材のベースとなるような情報を提供する、あるいはモデルとなるテキストを

整備するというようなこと。それから、②の２番のところではｅ－ラーニングや放送大学

の活用が書いてございます。 

 最後に 23 ページが「知的財産人材に関する民間資格の充実」でございまして、今も既に

幾つかの資格がございますけれども、そうした資格制度の充実と書いてございます。 

 以上が 10 本の柱ということで、縦割りの分野にとらわれずに横でくくってこういう提言

をさせていただくということでございます。 

 27 ページ以降が、分野ごとの求められる能力あるいはそれぞれの具体的な育成策でござ

いますけれども、前回お配りした資料ではこのそれぞれの分野に今まで講じられてきた施

策、あるいはこれまでの現状が書いてございましたが、それぞれ分量が多くてかえって見

にくいのではないかということで、現状については 56 ページ以降にまとめて書くことにい

たしました。したがって、27 ページ以降のところではどういう人材が求められ、そしてど

ういう育成策を講ずるかということだけ特記して書いてございます。 

 以上が前回からの大きな変更点でございます。以上でございます。 

○阿部会長 ありがとうございました。この報告書案につきましては事前に委員の皆様の

御了解をいただいているということですので、本日専門調査会として決定していただいて、

２月の末に予定されております次回の本部会合において私の方から報告をさせていただき

たいと思います。 

 しかしながら、次回の本部会合まで若干時間がございますので、万一さらなる追加意見

がございましたら速やかに事務局まで御提出をいただきたいと思います。その際、追加意

見の取扱いにつきましては会長の私に御一任いただくことも含めまして、本報告書案を専

門調査会として御決定いただきたいと思いますが、よろしゅうございますか。 

○下坂委員 ちょっと意見を言わせていただいてよろしゅうございますか。 

 31 ページの「民間等に呼びかける行動」というところ、下から４行目でございます。こ

こに、知的財産人材育成総合について民間等に呼びかける行動として書かれておるのでご

ざいますけれども、この中で「日本弁理士会は、社会の弁理士に対する期待に応えるため、

より一層研修制度を充実する」ということで、大変期待をされておりまして、私どもも、

この提言が決定しました暁にはこれに沿いまして社会の期待を裏切らないよう、求められ
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る弁理士像に向かって今後とも引き続き鋭意努力をして研修を実施していくことと考えて

おります。 

 しかしながら、この努力につきまして、私どもは現在極めて大きな矛盾と辛苦に遭遇し

ていることもこの際、是非専門調査会の皆様にお知りいただきたいと思うところでござい

ます。すなわち、弁理士の極めて大幅な増員が続々と待ったなしに国により実施され続け

ている中で、研修の実施はすべて弁理士会という民間ベースオンリーでという点における

矛盾でございます。 

 これは、いささか戦時中に子どもを産めよ増やせよという政策に似たところがあるので

はないかなどとつい思ってしまうところなのでございますけれども、お国のために子ども

を産めよ増やせと音頭を取りながら、その養育の責任はすべて各個人の家庭におんぶにだ

っこという実態でございました。今更、少子化だから子どもをつくるようにと言われても、

女性はなかなか国の言葉を信用しない。 

 少しこれは話が余談にそれましたけれども、私どもの研修が弁護士制度と決定的に違い

ますところは、弁護士は国の政策として試験合格者を大幅に幾ら増やそうとも、司法研修

制度により国家が 100％の必要最低限の登録前研修をしてくれるという点でございます。

このことを非難したり、それと同等の制度を私どもが要求しているということではござい

ません。私どもの責任の重さから痛感している矛盾を是非お知りいただきたいということ

の例として挙げさせていただきました。 

 平成 13 年１月１日から実施されました新弁理士法の付則第 13 条は、政府はこの法律の

施行後５年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認め

るときはこの法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるも

のと規定しております。 

 この施行後５年を経過した時点というのが今年、平成 18 年に当たっております。そこで、

現在弁理士法の付則第 13 条に基づきまして、弁理士法施行後５年を経た弁理士制度の見直

しが行われようとしているところでございます。 

 一方、推進計画 2005 には、弁理士の資質向上を図るための新人弁理士の研修や、幅広い

観点からの弁理士の研修充実、または試験合格者の実務能力を担保する方策について日本

弁理士会の取り組みを促すこと、工業所有権情報・研修館を活用することなどが提言され

ております。そこで、この提言の実現に当たりましては、弁理士法の見直しの際に法改正

を視野に入れて進めてほしいと、私は一委員として強くここに切望する次第でございます。 

どうもありがとうございました。 

○阿部会長 ありがとうございました。御趣旨はわかりましたが、何かここの文章を変え

ろと……。 

○下坂委員 それは議長に一任ということで。 

○阿部会長 御趣旨は理解いたしましたので、ここを急に変えろということをおっしゃっ

ているわけでもないようですし、もっと根源的なことをおっしゃっていると思いますので、
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そういうことも念頭に置いて今後我々としても検討させていただきたいと思いますが、こ

こに現状の弁理士試験の問題点を分析し、必要な弁理士試験制度の見直しを行うと書いて

ありますけれども、もう少し根源的なような感じもいたしますので、とりあえずお任せを

いただくということにさせていただきたいと思います。ありがとうございました。 

 それでは、ほかの方、よろしゅうございますか。 

 ありがとうございました。多分この知財戦略も非常に頑張っていろいろなことをやって

いますので、時々ケアをしていかなければいけない部分というものが出てくることは容易

に想像されますので、委員の方々のお知恵も拝借しながら、そういうケアも逐次織り込ん

で、今までもきましたけれども、これからもやらせていただきたいと思います。 

 それでは、次に第２の議題であります「知的財産基本法の施行の状況及び今後の方針に

ついて」であります。検討に先立ちまして、パブリックコメントの募集を事務局で行って

くれましたので、最初にその結果につきまして簡単に御報告をしていただきたいと思いま

す。お願いします。 

○藤田事務局次長 資料３をごらんいただきたいと存じます。「知的財産基本法の施行状況

に対する意見募集の結果について」でございます。 

 意見募集は昨年の 12 月 16 日から３週間、ホームページへの掲載によって行いました。

この結果、提出された御意見の件数は３番のところにございますように合計で 127 件、う

ち団体が 15 件、個人が 112 件でございます。これはコンテンツの専門調査会の分野も含ん

だ数字でございますけれども、そのうち当専門調査会に関係のある意見は 35 件となってお

ります。 

 ５番のところで、パブリックコメントでいただいた主な意見の概要を整理してございま

す。なお、５番のところに整理してあるのは事務局がまとめたものでございますけれども、

パブリックコメントでいただいた意見そのものにつきましては別添の３という別の資料で

委員の皆様にはお配りをしてございます。 

 なお、いただいたパブリックコメントは知財事務局のホームページに掲載をする予定で

ございます。 

 いただいた御意見につきましては、本専門調査会の取りまとめの参考にしていただきた

いと存じますけれども、内容が大部にわたっておりますので、時間の関係上、御説明は省

略をさせていただきます。以上でございます。 

○阿部会長 ありがとうございました。事務局で、かいつまんで御紹介がありましたパブ

リックコメントの御意見や、委員の方々から事前にお伺いした御意見を元にいたしまして、

案を作成してくれました。資料４です。それでは、事務局から引き続き説明をお願いしま

す。 

○藤田事務局次長 それでは、資料４に基づいて御説明を申し上げます。 

 知的財産基本法の付則で、３年たったところで施策の状況について検討することになっ

ているわけでございますけれども、１枚目に「骨子」とございますが、どういう構成でま
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とめるかということでございますけれども、第１に「経緯」ということで、この基本法の

施行状況の検討に至った経緯を記載する。第２に、これまで３年間の「施行の状況」につ

いて主な成果を記載し、総括的な評価を記載する。第３に「今後の施行の方針」としまし

て、第１に基本的な考え方を示す。第２に今後の重点項目について記載をするというよう

な構成が案としてございます。 

 まずそのうちの２番に書いています「施行の状況」でございますが、これが次のページ

からございます別紙の１としてまとめてございます。例えば「創造分野」のところで大学

との関係では、多くの大学において知的財産本部が設置をされたこと、あるいは大学教員

の発明について機関帰属原則を採用する大学が増加をしたこと等々が紹介してございます。  

イ）の「保護分野」のところでは「紛争処理機能の強化」ということで、知的財産高等

裁判所の設置等が記載してございます。 

それから、その下の「特許審査の迅速化」のところでは、特許審査の迅速化のための特

許法等の一部の改正法が成立した。あるいは一番下の行でございますが、任期付審査官の

増員。それから、次の３ページの一番上でございますけれども、経済産業省に昨年 12 月に

特許審査迅速化・効率化推進本部が設けられたということが書いてあります。 

 それから、次は「知的財産侵害に係る刑事罰の強化」ということで、各関連法について

罰則を強化した。 

 あるいは、模倣品・海賊版の海外における海外市場の対策が講じられてきている。 

 それから、次のところでは「模倣品・海賊版の水際対策」が強化されてきたというよう

なことが紹介してございます。 

 それからウ）の「活用分野」でございますけれども、例えば知的財産重視の経営戦略を

推進してきた。あるいは、知的財産情報開示指針を策定した。それから、知財信託に関す

る制度改正が行われた等のことが紹介してございます。 

 次の４ページですけれども、エ）の「コンテンツ分野」、これはコンテンツ専門調査会の

方で御議論をいただきます。 

 それからオ）で「人材分野」でございますが、「弁理士の増加」、あるいは知財の関係の

弁護士のネットワーク化が進んでいること、すべての法科大学院で知的財産法の科目が設

置をされたこと、あるいは司法試験で知的財産法が選択科目として採用されたこと等が紹

介してございます。 

 以上がこれまでの成果の要約でございまして、次の５ページのところが、それではそう

した成果を踏まえながら今後はどうしていくかということがまとめてございます。 

 まず、最初のポツでございますけれども、「次の３年間を第２期として位置付ける」。第

２期においては、第１期において実施された多くの改革の成果を踏まえ、知的創造サイク

ルを一層円滑に展開し、知的財産立国の実効を上げる期間とするということでございます。 

そして、知財基本法は最初の３年間が経過したところでの検討だけを書いてあるわけでご

ざいますけれども、次の３年間を第２期として、その第２期が終了するところ、すなわち
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2008 年度末の時点においてもう一度この法律の施行状況について検討をし、それ以降の知

財戦略の在り方について検討してはどうかということが書いてございます。 

 ６ページは１期と２期のイメージ図でございまして、次の７ページをごらんいただきま

す。それでは、今後の知財基本法の施行の方針として何を重点に置いていくかということ

でございまして、案として６つの柱を掲げてございます。 

 第１に「国際的な展開」ということで四角の中でございますが、「諸外国に対する知的財

産重視への働きかけ、模倣品・海賊版拡散防止条約（仮称）への対応、世界特許システム

への実現、国際公共政策に係る議論への参画など、グローバルな視点に立った知財戦略を

展開する」ということで、その下の「今後の課題」のところでは現状まだまだこうした部

分が課題として残されているということを列記してございます。 

 次の ii) が「地域への展開及び中小・ベンチャー企業の支援」でございまして、「地域

における知財活用の展開、中小・ベンチャー企業の知財活用への支援、地域ブランドの振

興、地方自治体の知財能力強化などの知財戦略を展開する」としてございます。 次の８

ページの第３が「産学連携の推進」でございまして、「大学等の研究成果を戦略的に保護し、

産業界で活用するための取組の一層の進展を図る。今後、大学知的財産本部やＴＬＯに対

する支援予算が逐次廃止されること等を踏まえ、大学における知財管理体制の再編が想定

されるが、これに適切に対応する」ということでございます。 

 次の９ページが４番目で「出願構造改革・特許審査の迅速化」でございます。「国内出願

偏重の出願構造を改め、国際的な特許取得戦略を推進するとともに、出願前に先行技術調

査を行い、出願を厳選する。また、特許審査の迅速化により、権利の早期確定による産業

の安定した発展に貢献する」ということでございます。 

 第５はコンテンツ・日本ブランドでございますが、ここは飛ばしまして、次の 10 ページ

でございますが、第６に「知財人材の確保・育成」ということで、先ほど御決定をいただ

きました人材の総合戦略に基づいて国際的な融合人材の育成など、長期的かつ計画的に知

的財産人材の質・量両面における充実を図るということでございます。 

 以上が案でございます。 

○阿部会長 ありがとうございました。今、説明をいただきましたように、最初の２ペー

ジから６ページは３年間の施行の状況をレビューしたもので、７ページ以降が今後の方針

についてであります。この最初の３年間の見直しは法律に書いてあるということで、別紙

１にあるような、次ページ以降のような状況で非常に簡単に書いてありますので、そうい

うことでいいのかどうかということもありますけれども、もう一つは我々の立場は知的財

産戦略本部として見ているということになりますので、いわば政策を検討して決めていく

側から見ているということになるわけですが、そこを補うような形でパブリックコメント

を通して外部の方々の御意見も頂戴しています。 

 形としては、政策を検討して決める側がレビューをしているところが今回の一つのキャ

ラクターみたいになっているかもしれませんけれども、できるだけ事務局としてはパブリ
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ックコメントで外部の意見も入れてつくったということであります。 

 そこで、これにつきましてこれから委員の先生方から御意見をいただきたいと思います。

どなたでも結構でございます。よろしくお願いします。 

○田中委員 幾つかあります。順番にお話をしたいと思います。 

 １つ目は７ページの「国際的な展開」のところです。今後の課題というのは非常によく

まとめて書かれておりますけれども、国際標準関係もここにきちんと入れておいた方がい

いのではないか。つまり、国際標準と知的財産の関係というものが非常に重要な課題だと

いうふうに私は認識しており、ここでの記述が抜けてしまっていると思います。 

 次に８ページの産学連携のところですが、３つ目のＴＬＯと大学知的財産本部との関係

における「政府からの資金頼みで自立は困難」という記述と、それから５つ目の知的財産

本部関係の活動における「ライセンス収入の増加のみを目的としている大学が多い」との

記述。これは、予算ですとか、活動資金というものをどういう形で活用していくかが余り

明確ではないと思います。 

 次は、10 ページの「知的人材の確保・育成」です。「今後の課題」のところで、多分こ

れは表現上の問題だととらえていますけれども、「企業の知的財産部員の多くは知的財産以

外の分野に関する意識が低く」というところと、それから「弁理士の多くは専門性が高い

が、知的財産以外の分野に対する意識が低い」という、この両方にまたがる話です。「知的

財産以外の分野に対する意識が低く」という表現が、知的財産権について企業の知財部員

あるいは弁理士は専門的なことは非常によく知っているけれども、広義に考えたときの知

的財産問題、つまり無形資産といった知的財産全般に対して意識が低いという表現であれ

ばいいと思います。「知的財産以外の分野」と書くと、何を問題視しているかが不明確にな

ってしまうのではないかと思います。以上でございます。 

○阿部会長 ７ページ以降、若干挑発的に書いてあるような感じもしますが、多分議論を

呼んでいただくことを事務局がもくろんだのかどうか知りませんけれども、事務局から今

の点でお答えいただくところがあったらお願いしたいのですが。 

 例えば、田中委員から８ページで「政府からの資金頼みで自立は困難な状況にある」と

いうことと、９ページでは「ライセンス収入の増加のみを目的としている大学が多い」と

いうのは何を言いたいのかという御質問でありましたけれども、どうですか。 

○藤田事務局次長 委員のおっしゃるとおりで、ちょっと両方の整理がわかりにくいかと

存じますので、少しここは書き方を考えたいと思います。 

 それから、10 ページのところの「知的財産以外の分野」というのは何か。これも田中委

員がおっしゃるとおりでございまして、いわば知財経営に関わるためには特許あるいは出

願のやり方にだけ精通しておられても、それでは十分でないという趣旨でございますけれ

ども、ちょっと表現が不十分かと存じますので、これも検討させていただきます。 

○田中委員 国際標準と知財のところはいかがでしょうか。多分、後にも触れていますの

で、ここで触れる必要はあるかどうかも含めて。 
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○阿部会長 これは田中委員がおっしゃるように触れておいた方がいいのではないでしょ

うか。 

○藤田事務局次長 全くおっしゃっていることには異存はございませんので、御趣旨を体

して直したいと思っております。 

○阿部会長 では、加藤委員どうぞ。 

○加藤委員 ８ページの「産学連携の推進」のところです。ここの議論は知的財産本部や

ＴＬＯに関することになりますが、産学連携を行う際に私が疑問感じることは、国や大学

等の研究機関が企業１社に長期間の独占的なライセンスをなかなか供与しないことです。

例えば研究者の方々が国の補助金による研究グラントプロジェクトにおいて技術開発を行

い、そのほぼ完成した技術に興味はないかというご連絡が当社にもきます。それはそれで

非常にありがたいのですが、踏み込んでライセンス供与に関する協議を進めますと、その

技術を事業化するにも、企業側として開発リスクがあるにもかかわらず、独占的なライセ

ンス供与をするにはハードルが高い場合が多いです。事業化のためリスクが余り斟酌され

ていないと思います。 

 また国の補助金による研究グラントにおいても、委託元の機関（文部科学省や経済産業

省：NEDO など）によって日本版バイドール法の導入時期や導入時の対応が統一されていな

かったように思います。これはきちんとやってもらわないと結局は先生方や企業が立ち往

生します。企業から見ますと NEDO の研究グラントが知的財産権等を含め、きっちりと対応

されている印象を受けます。 

○阿部会長 わかりました。事実関係だけ文科省、経済産業省、お答えいただける人はお

られませんか。 

 もしおられなかったら、後で調べて、これは宿題にさせていただきます。 

○加藤委員 もう一つ、これは参事官の方に申し上げたのですが、７ページの「地域の展

開及び中小・ベンチャー企業の支援」です。これは後ろから２番目のポツにございますが、

日本中に工業試験所があります。要するに、都道府県の工業技術センターですが、偶然、

先日、ある県の工業技術センターを訪れたのですが、非常にしっかりやっておられて驚い

たのですが、工業技術センターがせっかく既にあるのですから、もっとサポートすれば、

十分機能させることができ、効率的かという気がいたします。以上です。 

○阿部会長 わかりました。表現はさっきと共通しているところがあると思いますので、

そういう御意見をいただくことはいいんじゃないかと思います。ありがとうございました。 

では、前田委員、吉野委員の順番でどうぞ。 

○前田委員 加藤委員がおっしゃられたことに関連しますが、「産学連携の推進」について

先日直面した問題があります。ＪＳＴの事業化支援の助成金で、ある中小企業に実施化を

させるために、２億程度の助成金が付くものがあります。このプログラムをＪＳＴの方に

合格させていただくためには、私たちが出願してきた特許をＪＳＴに独占的通常実施権も

しくは専用実施権をお渡しして、すべてＪＳＴの条件に従って行なわなければならないの
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です。言葉は悪いのですが、これはお上のお金を振りかざして召し上げですね、というお

話をさせていただきました。 

 各大学で、ＴＬＯ・知財本部が整備されてきて、１件の特許ではなく、例えば 10 件くら

い特許を出願し、大手の企業にライセンスしようと思って一生懸命マップ化していたとこ

ろに、どこかの小さな企業が応募をされて、その企業とＪＳＴが組まれて、今回はこの企

業にお譲りしますから、私たちの条件（ＪＳＴ）で特許の活用は決まりますからとにかく

手を引いてください、では、ある意味ＴＬＯの競合を行なっていることにもなると思いま

す。 産学連携の機能を充分果たしていない地方の、例えばＴＬＯのない大学等にこのよ

うな助成金が回れば大変いいシステムですが、戦略的に特許を取ろうと思っている学校に

対して、とにかくこれはお上のお金を２億付けるのだからＴＬＯは触れませんでは何か釈

然としません。ライセンス対価についても、医学系の場合は一時金や、マイルストーン制

であったり、比率が違ったり、様々なやり方をしてライセンス収入を得ているわけですが、

ＪＳＴの場合はどんなケースであろうと一律です。 

 いろいろなところに産学連携のお金が付くのは私たちにとっても良いことですが、もっ

と自由度があって、知的財産本部やＴＬＯ等の産学連携を仕切っている部隊が柔軟に選択

できるような方法を取っていただきたいと思います。今回のケースも特許の扱いを、私た

ち大学と直にに企業が結ぶことができれば、一本化した産学連携の組織が戦略的かつ有効

に活かされると思います。 

 次に、「資金頼みで自立は困難な状況にある」という文言の部分についてです。、知的財

産本部は特許の管理、ＴＬＯはライセンスで身を立てなさいというふうに役割分担がはっ

きりしているのでは、自立するのが難しいと思います。現段階では、ライセンスのみでＴ

ＬＯが生き残ろうとすると自立は困難です。特許をライセンスするために広報活動をする

とおのずと共同研究が増えます。共同研究の金額も増えていきます。それで学校が潤えば、

ＴＬＯは特許のライセンス収入で食べていかなくてもいいと思うわけです。 

 結局、役割分担をしているために自立が困難になってしまうのだと思いますので、「自立

が困難」と書いていただくよりも、むしろ柔軟な使い方で困難にならないような方法を選

べるようになっていくと良いと考えています。 

○阿部会長 ありがとうございました。ＪＳＴの方は今日おられるのかどうかわかりませ

んけれども、これも宿題にさせていただいて、今２つありましたのは、ＪＳＴの特定の施

策のお話と、それからＴＬＯなり大学の知財本部の役割をどういうふうに考えていくかと

いうことで文言ももちろん違ってきますし、その経営状態も変わってくるということです

ので、かなりいろいろな問題を御指摘されたのではないかと思いますので、それは宿題に

させていただきたいと思います。 

 では、吉野委員お願いします。 

○吉野委員 私は単純な質問なんですけれども、特に今後の課題の部分と、先ほど話があ

りましたことで中身を見ていないんですけれども、パブリックコメントというものはどれ
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くらいリンクしているものですか。 

○阿部会長 今後の課題の方ですね。主として今後の課題についてパブリックコメントは

どのくらいリンクしているかということですが。 

○藤田事務局次長 パブリックコメントについては、すべて事務局の方で読ませていただ

き、意見の背景となる制度等も調べて検討しております。一部のパブリックコメントにつ

いては実はこうすべきだという御指摘をいただいていることについて、既にそれはもう実

施されているものもございますけれども、パブリックコメントでいただいた項目の中で大

きなもの、あるいは制度改正に絡むようなものについては重点項目として拾っているとい

うことで対応してございます。 

○吉野委員 ちょっと聞き方を変えますと、ここに書かれている今後の課題の項目はかな

りの部分、パブリックコメントにも書かれているという感じですか。 

○藤田事務局次長 そういうふうに御理解いただいて結構でございますが、ただ、私ども

が整理する過程で先程、会長からもお話がございましたけれども、余り事務局がたたき台

を出すのに自画自賛というか、非常に成果が上がっているんですというような書き方をす

るのも逆にいかがなものかということで、やや自虐的にと言うとあれですけれども、外部

の方から見てここはまだ足りないじゃないかと御指摘いただくことは、我々にとっては耳

が痛いことであっても、むしろ書いておこうということで書かせていただきました。 

 そういう意味では表現が荒いというか、そういう嫌いがあるかもしれませんが、今回は

最初のたたき台でございますのでそういうふうにさせていただいたということでございま

す。 

○吉野委員 施行の状況というのは比較的ポジティブに書いてもいいと思います。それで、

今後の課題というのはやはり課題なんだからネガティブと言うと変だけれども、問題点を

挙げていいと思うんです。 

 だけど、それは事務局が主体で書いているのか。それとも、パブリックコメントにもほ

とんどここに書かれているのと同じようなことが書かれているのかということを知りたか

ったんです。かなりリンクしているということですね。 

○藤田事務局次長 そういうことでございます。 

○阿部会長 ありがとうございました。では、妹尾先生どうぞ。 

○妹尾委員 まず、書き方で気が付いた点です。四角の中が重点項目ですが、その下にそ

れを実施するに当たっての問題点が列挙されています。それを課題と呼んでいいのかどう

かということがあります。課題というと何か「タスク」を書くことをいうので、そこのと

ころに違和感があります。 

 しかも、中に事実を書いているような文言と、「べき」というふうに書いている文言が混

在しています。「べき」と書いたら、問題解決の方向性を課題として扱うということなので、

どちらなのかということがわかりません。 

 例えば、８ページの地域の最後のところに「地域の多様性を活かした地域政策がなされ
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ていない。画一的な支援をやめるべきだ」と、ここだけ「べき」が突然入ってくるんです

ね。そうすると、何か強いなという感じをうけます。さらに、これは読みようによって支

援は全くやめちゃえというふうにも読めるし、個別具体的な支援をするようにしようよと

も読めるわけですね。ですから、この「べき」的な表現が幾つか混在していることはいか

がなものか。 

 それから、例えば地域の多様性のところなんですが、地域政策がなされていないという

か、私も今、地域の面倒を見ている現場を持っていますので思うのですが、地域政策の形

成能力は地方の自治体には残念ながらありません。県レベルでも、ましてや市町村レベル

でもない。それから、政策・施策を書いたけれども、それを実施できるのか。これもない

わけで、その辺のところのトレーニングがものすごく重要だなという感じを受けます。そ

れは、ここの２つ上の知財不足ですね。知財を振興するのに弁理士さんを増やせば知財が

増えるかという議論はありますけれども、これは全くあり得なくて、要するに商工会議所

だとか県庁の商工課だとか、そういうところが知財を生かした経営を指導できなければな

らないんですが、そういう実力がない。ここのところは是非重点を置いていただければと

思います。 

 それから、産学連携の９ページです。恐らく最近は、産学連携に関する契約の際に先ほ

どのお話、ＪＳＴなどもあるんですが、各大学でも事務手続きの硬直化が随分言われてき

ています。我々大学人も随分それを企業の方々に指摘されていますので、この辺はそろそ

ろ現実に対応できるようなものにしていくべきかと大学の一人としては思います。 

 それから、10 ページの人材の育成です。先ほど田中委員から御指摘があったのですが、

これは具体的に言えば知財を経営貢献、経営活用できる人を育成すべきということです。

そういう部分について関心が薄くて、知財のための知財になっている。あるいは、弁理士

さんは弁理士業務の専権業務のための専権業務になっているみたいなところがあるので、

ウイングをもう少し広げましょうよということになればいいと思っています。 

 次に、その下の方に知財翻訳者の不足が指摘されていますが、これは人材育成の先ほど

の戦略の中にも書いたとおり、従来、何となくうやむやになっていた知財周りの人たちの

プロフェッショナル化が進まなければいけないというふうに読み取れると思うんです。で

すから、その一例として知財翻訳者が書かれているわけで、それ以上に例えばＩＰサーチ

ャーだとか、ＩＰパラリーガルだとか、それからこのＩＰトランスレーター・インタープ

リターみたいな人たちが必要なのです。そういうふうに読むべきかと思います。 

 ちなみに、翻訳者そのものについて言えば、これはやはり国際化の最初の項目とリンク

をするような形になるのではないかと思います。その下に書いてありますけれども、国際

的に闘える人材は本当に名前で挙げられるぐらいしかいらっしゃらないので、これは大変

な問題だと思います。 

 最後の「世論調査によれば、模倣品・海賊版の購入」ということですが、これは私が提

唱させていただいている「知財民度」に非常に大きく関わってくると思います。ここのと
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ころも従来型の知財ではなくて国民全体の問題として大きく取り上げていただければとい

いと思いました。以上、意見でございます。 

○阿部会長 ありがとうございました。文章上の問題と、それよりもう少しきちんとした

説明をした方がいいということと、いろいろあると思いますが、文章については後で妹尾

先生に少し助けてもらった方がいいかもしれませんけれども、現時点で何か事務局からあ

りますか。 

○藤田事務局次長 特にございません。 

○阿部会長 ありがとうございました。八田委員、下坂委員、何かございましたらどうぞ。

○下坂委員 私は先ほどたくさんしゃべらせていただきましたので。 

○八田委員 今、妹尾委員がおっしゃったことですけれども、例えば翻訳者に関しては、

検定試験のようなものを整備しようという御主張だと考えてよろしいですか。 

 有能な翻訳者が足りなければ、賃金が上がると思います。もちろん本当にできる人かど

うかが判定できなかったら賃金の上げようがありません。しかし有効な検定試験があり、

だれが優秀な翻訳者であるかわかるようになれば、優秀な翻訳者の賃金が上がります。賃

金が上がれば当然その分野にはいろいろな人が入ってきます。 

 こういう検定試験のようなものは、民間の自発的な組織化を期待できるので、何も全部

官が主導すべきことではないと思います。しかし、「こういう検定をやっています」と世間

に言っていることがそのとおりになされているかどうかというチェックというのは、やは

り官がしなければならないことだと思います。 

 検定試験自体の信頼性のチェックがないと、なかなか民でも検定をやりにくい。制度を

つくってもだれも信用してくれないためです。今度の建築偽装事件では、それがなされて

いなかったために問題が起きたと考えられます。ここでの官の役割というものは必ずしも

翻訳者に対して奨学金を出すとか、そういうことではなくて、むしろ市場を整備するとい

うような形で行われたらいいんじゃないかと思います。 

○阿部会長 ありがとうございました。ほかに何かございますか。 

○田中委員 ９ページの四角の中で、これは今後の推進方策とも絡む部分でございますが、

「出願前に先行技術調査を行い、出願を厳選する」。この出願前の厳選あるいは出願数の厳

選、それから審査請求の数の問題、これがきちんと区分けして議論されていないと思いま

す。 

 出願前というのは、日本は先願主義ですから、思い付いたらいち早く出願しなければい

けないということと、すべて先行技術調査をしていたら間に合わないということが絡むん

だと思うんです。 

 ただ、審査請求前であれば、ある程度先行技術調査をきちんとやって審査請求するとい

う行為はとれるだろう。したがいまして、出願の厳選なのか、あるいは審査請求数の厳選

なのかという点と、それから出願数をある程度抑えていくということに関しましては、技

術流出問題とも絡むわけで、この視点からの議論をしているのか疑問が残ります。いろい
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ろずっと見ていくと、出願数なのか、審査請求数なのか、その背景が何なのかというのが、

ちょっとあいまいに議論されているという感じが私にはいたします。これらの点を十分に

検討していただければと思います。 

○阿部会長 ありがとうございます。おっしゃるとおりだろうと思います。ほかにどうぞ。

○加藤委員 今、田中委員がおっしゃった同じ所で、国際的な特許取得戦略云々と書いて

あります。日本とアメリカでは特許制度が異なりますので、米国ではサブマリン特許が突

如現れて対応を迫られるケースがあります。 

また、当社は米国において２つ特許係争を抱えていますが、米国は先発明主義のため、

特許係争になるとノートブックを提示するところまでいってしまいますので、その時点で

ないと特許権の有効性が決まりません。ですから、先発明主義は後出しじゃんけんのよう

な方法で、多くの方が不満をもっていると思いますが、米国は先発明主義をやめないと聞

いていますが、米国企業も困っているのではないでしょうか。。後出しじゃんけんをやられ

ますと幾ら先行調査を行っても、調べようがありませんし、米国で特許係争になると、お

互いに全く前向きでない費用を浪費します。弁護士事務所だけがもうかるというどうしよ

うもない構造ができ上がっているんです。 

 政府も話し合いをされているのは知っていますが、日本は発言力があると思いますので、

先発明主義に関してもっと大変な問題だということを言ってもらわないと困ると考えてい

ます。以上です。 

○阿部会長 政府もやっているんだろうと思いますけれども、どうですか。 

○荒井事務局長 御指摘のとおり、まだまだ不十分だと思いますが、アメリカの中にも今

の先発明主義は問題が多いというので、去年アメリカの議会に出たパテントリーフォーム

アクトの中には先発明主義を先願主義に変えるという条項も入って、そういう問題がアメ

リカの中では始まっております。 

 ただ、日本からもっと働きかけをすべきだというのは全く同感です。 

○阿部会長 これも、我々のメッセージとしてもうちょっと強く書いておいた方がいいか

もしれないですね。 

 そろそろ時間になってきて、まだほかにいろいろ御意見をいただかなければいけないこ

とがあるのですが、実は次回の専門調査会でこの修正版を御提示して御決定をいただくと

いうことになっているのですけれども、随分修正点が多いような気がいたしますので、特

に今後の在り方の方ですね。少し事務局で工夫していただいて、委員の先生方の意見を上

手に反映するような努力をしていただくようにお願いいたします。 

 なお、ちょっと関連事項を申し上げますと、総合科学技術会議の中に知的財産戦略専門

調査会というものがございます。ここにもこちらと重複して委員になっている方もおられ

ますけれども、主として大学であるとか、科学技術の側面に近いテーマで議論をしており

ます。これは毎年、知的財産推進計画の中にも入れていただいているのですが、今、御議

論いただいたところは別個にやっていますけれども、若干重なっているところもあります
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ので、事務局においては本日の修正版に加えて、総合科学技術会議の専門調査会の議論を

も踏まえて修正版をつくっていただいて、宿題のステップがたくさんあるようで恐縮なの

ですけれども、委員の方々及び関係省庁との調整をしていただいた上で次回の専門調査会

に修正案ということでよろしいですか。 

 では、そういうことで、途中の段階でもまた委員の先生と御連絡を取っていただきたい

と思います。それでは、今日のところはこのくらいにさせていただいて、第３の議題に入

らせていただきます。「知的創造サイクルに関する重点課題について」の御議論であります。

前回までの御議論、これまでに寄せられたパブリックコメント等を踏まえまして、事務局

が推進方策の案をつくってくれました。これについて、藤田次長から説明をお願いします。 

○藤田事務局次長 資料５でございます。「知的創造サイクルに関する重点課題の推進方

策」ということで、これまでの本専門調査会における御議論あるいは今までいただいたパ

ブリックコメント、あるいは事務局でいろいろな場面で実施しておりますヒアリングの結

果等を踏まえまして、今後の重点課題について取りまとめました。 

 ５ページからが本体でございますけれども、項目が多岐にわたりますので、特に論点と

して大きなものではないかと私どもが考えたものについて星印を付してございますので、

この星印を付けたものを中心に概要を御説明申し上げますけれども、もちろんここに書い

てございますほかの項目についても委員の皆様方には御意見を賜りたいと思います。 

 まず５ページでございますが、「創造分野」ということで、１の（１）の①ですが、「知

的財産情報の活用による研究活動の効率化を促す」。「大学等が、特許データベースやパテ

ントマップ等の活用により、研究動向の的確な把握と研究対象の効率的な絞り込みを図る

ことを奨励し」と書いてございます。 

 それから②ですけれども、「研究における他者の特許発明の使用を円滑化する」。リサー

チツールの問題の解決などについて、これは現在の総合科学技術会議で検討をいただいて

おりますけれども、早急にその結論を得ると書いてございます。 

 次に６ページですが、（３）の①で「大学知的財産本部、技術移転機関の総合的体制を整

備する」。先ほども御議論がございましたけれども、各大学の状況に応じ、大学知的財産本

部とＴＬＯの一本化や一層の連携強化を含めた総合的かつ効果的な体制整備について検討

すると書いてございます。 

 それから下の③ですけれども、「特許発明のライセンスを促進する」。大学等の特許発明

のライセンスを促進するため、共有に係る特許権者の第三者へのライセンスに共有者の同

意を必要としている現行規定、これは特許法の 73 条という規定がございますが、この規定

の見直しについて検討をすると書いてございます。 

 次の７ページですが、「保護分野」、特許審査の迅速化。（１）は昨年の 12 月に経済産業

省に設置されました特許審査迅速化・効率化推進本部による取り組み、これは既に１月 17

日に行動計画というものが発表されておりますけれども、その取り組みを徹底するという

こと。 
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 それから、下の②のところですけれども、「審判請求規模を適正化し、審査・審判の適切

な人員配置を行う」。日本の特許の審判事件数というものはアメリカやヨーロッパに比べる

と１けた多い数になってございまして、この審判の在り方について検討すべきではないか

ということでございます。 

 例えばということで、次の８ページの２）のところに、審判官は３人で審理を行うこと

になっておりますけれども、例えば単独で審理を行えるように、現在の合議体による審理

を見直すということが案として書いてございます。 

 それから、次の９ページは「特許の出願構造改革を推進する」。（１）の①でございます

けれども、「国内出願偏重の出願構造の是正を促す」ということの中で「グローバル出願５

割の目標を掲げる」。あるいは②ですが、「出願上位企業の海外出願比率を公表する」。それ

から③ですけれども、「国内出願と国際出願の手続上の差異を減らす」ということで、これ

の意味はこの２行目の途中から書いてございますけれども、「国内出願の明細書の記載様式

をＰＣＴ国際出願の様式に合わせて変更することを目指す」ということでございます。 

 次の 10 ページをごらんいただきまして、「権利取得に至らない出願の削減を促す」。例え

ば③でございますけれども、「出願上位企業の特許率等を公表する」ということで、ここで

は「審査請求数に対する特許率のみならず、特許出願数に対する特許率も公表することに

より、厳選された質の高い特許出願を促すとともに、技術流出を防止する」というふうに

書いてございます。 

 次に 11 ページでございます。「特許審査の安定性を確保する」。例えば（３）でございま

すけれども、「無効審判の蒸し返しを防止する」。「同一人による、同一発明についての無効

審判を原則１回に制限するなど、無効審判の蒸し返しを防止するための方策について検討

し」と書いてございます。 

 次に 12 ページで「ユーザーの利便性を向上する」という中では（１）でＩＰＤＬにおい

て提供される情報を拡充し、あるいはその使い勝手をよくすることによって、審査官が利

用するシステムと同等の検索機能を外部の方に提供するということでございます。 

 （２）は星が付いてございませんけれども、特許料や登録料の更新時期について、これ

は例えば運転免許証と同じように特許庁から事前に通知を行う制度を導入するということ

も書いてございます。 

 次に 13 ページで世界特許システムに向けての取り組みでございますが、（１）の①は「特

許審査ハイウェイ構想における他国の審査結果の利用を制度化する」ということ。それか

ら（２）は「特許出願明細書の記載様式を統一する」ということで、日米欧三極の特許長

間において特許出願明細書の記載様式の統一を目指す。これはさっきＰＣＴに近付けると

いうことが書いてございますけれども、それと同時に日米欧三極でも、ということでござ

います。 

 それから 15 ページ、「技術流出を防止する」。「（２）営業秘密の管理を強化する」、海外

への技術流出の防止を徹底するために諸外国には幾つかこういう立法例がございますけれ
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ども、国外における営業秘密の不正な使用・開示に対しては国内に比べて刑罰を加重する

ということを検討するということでございます。 

 それから、次の 16 ページでございます。商標の保護強化ということで「（１）不使用商

標についての対策を講じる」。登録された商標が使用されていない割合が大変高いと言われ

ておりまして、こうした状態を解消すべく方策を検討するということでございます。 

 17 ページからは模倣品・海賊版対策でございまして、（１）は外国市場対策ということ

でございます。①が在外公館の体制強化、②が偽造防止技術の活用の奨励、③は「模倣品・

海賊版拡散防止条約を推進する」ということでございます。 

 次に 18 ページの（２）が「水際での取締りを強化する」。例えば④ですけれども、「個人

輸入等の取締りを強化する」ということでございます。 次に、20 ページはインターネッ

ト・オークション対策の強化でございますが、①の特定商取引法のガイドラインはもう間

もなく決定されると聞いております。 

 それから②で、今オークション事業者の自主的な取り組みが行われて大分効果を上げて

おりますけれども、そうしたことを踏まえて更に必要であれば措置を講じるということが

書いてございます。 

 次の 21 ページは、今度は知財の活用の分野ですけれども、知財信託の利用を促進すると

いうことで、いろいろ今、指摘を受けております知財信託の使い勝手の悪いところを改善

していくということが書いてございます。 

 それから、23 ページが「標準化活動を強化する」。例えば（１）の②ですけれども、標

準化の成功及び失敗事例、あるいは企業の国際標準化への貢献度ランキング等を公表する

ということをしてはどうかということでございます。 

 それから、26 ページです。中小・ベンチャー企業支援あるいは地域における知財戦略の

促進でございますけれども、「（１）審査請求料・特許料の減免対象の拡大と要件の簡素化

を図る」ということで、中小・ベンチャー企業を対象とした審査請求料、特許料の減免制

度の対象を拡大し、あるいは適用対象となる要件を簡素化するということが書いてござい

ます。 

 あるいは（３）知財駆け込み寺の整備、次のページで「（６）弁理士の地方展開を促す」、

さっき御議論がございましたけれども、そういうようなことも書いてございます。 

 それから次の 28 ページ、「創造・保護・活用の連携」ですけれども、ＣＩＰＯ、これは

最高知財責任者ということでございますが、ＣＩＰＯ等の設置あるいは知的財産部門の社

長直轄組織化を促すということで、企業においてこういう対応を促進してはどうかという

ことでございます。 

 次の 29 ページは人材でございますが、これはさっきお決めいただきました人材の総合戦

略を確実に実行するということで１行だけ書いてございます。 

 次の 30 ページ、知財の関連分野の広がりに対応した国際ルールの構築ということで、こ

れまで遺伝資源とかフォークロアとか、あるいはＩＴ、バイオ等の問題について御議論を
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いただきましたけれども、例えば（１）の①のところですが、「相互理解と国際的なコンセ

ンサスづくりへ積極的に貢献する」ということで、いろいろな国際シンポジウムの開催の

推進、あるいはさまざまな研究活動を行っている機関におけるそうした研究の促進という

ようなことを提案してございます。以上、御説明いたしました。 

○阿部会長 ありがとうございました。それでは議論に入りたいと思います。御意見を頂

戴いたしたいと思いますが、先ほど田中委員からこちらのことでリファーがありましたか

ら口火を切っていただければありがたいと思います。 

○田中委員 幾つかあります。最初は、６ページ、③「特許発明のライセンスを促進する」

というところになりますけれども、これは目的がよくわからないといいますか、明確では

ない。大学等の特許発明のライセンスを促進するために共有に関わる特許権、現在は共有

者の同意を必要としているわけですけれども、これを見直さなければいけない。ライセン

スをどんどん出すということをただ目的としているのか。それとも基本的に産学連携等を

促進しようとしているのか。その辺の議論があいまいかなと思います。 

 つまり、企業から見ますと一緒に共同研究、共同開発をして共有特許になっている。そ

の共有特許が勝手にどんどんもう一方がライセンスをしていくということになりますと、

共同研究なり共同開発をするチャンスを逆に避けようとする企業が多く現れるのではない

かという感じがします。それから、企業間でもこういうことになりますとどういう影響が

出てくるか。非常に広範な視点できちんとした議論をしていく必要があると私は思います。

大学のことだけを考えていますと、逆に産学連携を阻害するということにもなりかねない

ということで、心配しているわけでございます。 

 それから、8 ページの上のⅱ）ですが、審判官が単独で審理を行えるよう、現在の合議

体による審理を見直すというところですが、単独で審理をすることになりますと一人だけ

の偏った考え方で結論を出していってしまう可能性が出てくるのではないか。権利の安定

性ですとか明確性というものをきちんと担保するために、合議制によってやる今の制度の

方がよろしいかと私は思っております。 

 それから、10 ページの（２）の①の特定登録調査機関です。このときに、先行技術との

関係を明確化するために、特許庁に出願する際に先行技術調査そのものの義務付けが一部

うたわれているわけですが、企業によっては、調査すべき技術分野が明確ですから、自分

たちで先行技術調査をした方がはるかに精度が高い場合が多いと思います。このようなこ

ともきちんと考慮して検討する必要があるのかなと。登録機関だけに頼るというのは必ず

しも得策ではないと私は思っております。 

 それから、その下の③で「出願上位企業の特許登録率等を公表する」です。公表するの

は一向に構わないと思いますが、先ほどもお話をしたように出願数に対してなのか、審査

請求数に対してなのかをある程度明確にしておく必要があると思います。 

 次は、11 ページの３の「特許審査の安定性を確保する」というところです。ここに、無

効審判と侵害訴訟における無効の抗弁を原則一本化する。これは非常に効率を図る上にお
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いても一見いい感じの方策のようですが、私ども実際の現場でやっておりますと、先行技

術調査はやればやるほど新しい事実が見つかったり、更に、英語文献だけではなく、ドイ

ツ語文献あるいはロシア語文献等、いろいろな文献をも全部調査いたします。そういたし

ますと、かなりの時間が必要となります。ですから、無効審判を原則１回に制限するとい

うのはちょっと危険かなと。ただ、蒸し返しを防止するというニュアンスであれば、同一

理由でまた審査を求める、審判を求めるということでなければ、新しい客観的な資料に基

づいてやるということはきちんと担保していかなければならないと思います。 

 それから、次のページでＩＰＤＬです。これは先行技術調査に関係する部分だと思いま

す。私どもの企業の場合には比較的大きな検索システムを導入することができますが、費

用等を考えると、そういうものを導入することは大変だと思います。したがって、「ＩＰＤ

Ｌの提供する検索機能を強化する」ということには大賛成です。更に推し進めるのであれ

ば端末の無償提供ですとか、あるいは検索の研修とか、も必要かと思います。検索も案外

難しいですから、検索のための研修もきちんとやって皆さんが使えるようにしていったら

どうかと思います。 

 それから、15 ページで先使用権に関するガイドラインの作成というところです。ガイド

ラインを作成することは大変いいことだと思っております。ただし、ガイドライン作成だ

けですべて解決するのかという懸念を持っており、それにつきまして是非もう少し踏み込

んだような議論ができる、あるいは場合によったら法改正を必要であればするというよう

な形で是非検討していく方がいいのかなと考えています。そうでなければ、企業としては

安全のためにどうしても大量出願という方向に走らざるを得ないという局面が継続してし

まうのではないかということを懸念しております。 

 それからもう一点でございますが、26 ページの「知財駆け込み寺を整備する」というと

ころでございます。これは取り立てて言うことではございませんけれども、その中の記載

に「大企業から知的財産権侵害を受けた場合等」とありますが、これは別に大企業から受

けた場合でなくても「知的財産権侵害を受けた場合等」という表現で十分ではないかと私

は思いますけれども、いかがでしょうか。 ちょっと数が多くなりまして申し訳ありませ

ん。以上でございます。 

○阿部会長 ありがとうございました。字句のようなところと、それから６ページの第三

者への特許権のライセンスのように非常に議論を呼ぶところと、いろいろ御指摘をいただ

きました。事務局から今の段階でよろしいですか。大変重いものもたくさん入っていたと

は思いますけれども、ありがとうございました。 

 では、ほかの委員の方どうぞ。前田委員、お願いします。 

○前田委員 議論を呼ぶところのお話をさせていただきたいと思います。 

 その前に５ページで、先ほど申し上げたこととの重複になりますが、大学における特許

戦略の構築を促進するという意味でも、他の機関のプロジェクトで、マップ化した特許を

大学の産学連携の人が自由に扱えなくなるという問題が生じておりますので、この点の整
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備等も是非お願いできたらと思います。 

 それでは、本題の特許法 73 条についてコメントさせていただきます。今大学では、共同

研究から生まれた、共同出願のライセンスについての話で、困っていらっしゃる大学が多

いと思います。大学独自で出している特許と、企業と共同出願している特許の比率は、ど

この大学も半分半分位ではないかと思います。 

 そこで、73 条３項の内容についてですが、第三者へのライセンスも相手の同意なしでさ

せてほしいという意見を大学知的財産本部の方からよく聞かれます。 

 ただし、私の個人的意見を申しますと、医科歯科大学のようなライフサイエンスの独占

実施を中心に行っている大学の場合は、第三者へは実施できないからこそちゃんとお金を

くださいねという形で、むしろ条文を逆手に取って、第三者へライセンスが自由にできな

いことを交渉の一つにして共同出願相手に実施料なりお金をいただいているというのが実

情です。 

 むしろ、２項のところで共同出願の相手の企業は別段の定めのない場合、相手に同意無

しに実施できるという部分が、私たちの大学では時々引っ掛かっております。本来何も言

わずに実施できるものになぜお金を払わなければいけないのですかという意見を言われま

す。きちんと契約で決めれば良いことですが、自己実施に対価をいただくことを交渉する

のは現状ではたいへん骨の折れることです。文言上では、原則は相手の企業は何も言わず

に実施していいということになっておりますので、例えば 1、000 社くらいある日立さんの

ようなグループ企業で、どこかで実施をされていても、私たちの知らないところで利益が

上がっていても、ロイヤリティーをいただくことができない状況になりかねないというよ

うな泣き言も聞いています。 

 結論から申しますと、良いシーズであればどのような法律になっていてもお金をいただ

くこともできますし、事前に契約できちんと決めごとをしてお金をいただける状況にあり

ます。知財部の方や法務の方とのやり取りで、「文言上はこう書いてありますから応じられ

ません」とおっしゃられましても、「すみません、研究の方にこれは本当に必要か必要じゃ

ないかを聞いてきてください。どちらがやりたいと思っているのか、だれがやりたいと考

えているのか、必要性を考慮して契約を結びましょう。」ということで柔軟に結ばせていた

だいていますので、法律が立ちはだかって前に進まないというものは今のところはそれほ

どないのが現状です。けれども、全部の大学にネゴシエートする人がいるわけでもありま

せんし、全てのシーズの善し悪しを判断できるかといったら難しいことだと思います。そ

うしたときに、ベースとなる特許法の文言がどう書いてあるかで、交渉のやり易さが変わ

ってくるのは事実です。 

 しかし、仮に条文を変えた場合、企業同士のやり取りだったり、第三者へ黙って実施で

きるようになったら、企業の方は必死になってお金をかけて実施化のための検討をされて

いるわけですから、これはこれで混乱が起きると思いますので、共同出願者が大学のよう

に自己実施できない場合の配慮がどこかで加わればいいのかなという感じを持っています。
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法律を改正してもらっても大きな問題が生じるのは明白で、悩ましい問題だと思っていま

す。 

○阿部会長 ありがとうございました。短い時間で結論を出すには相当の議論が必要なと

ころかもしれません。 

○妹尾委員 時間も短いようなので端的に申し上げます。 

 まず 24 ページの（３）の②の「教育機関による標準に関する教育を強化する」、これは

大変結構なことだと思うのですけれども、今、標準化はどうしても理工系を主にした書き

方になっているのですが、むしろ標準化の問題は事業戦略、経営戦略の問題、例えばＭＢ

Ａだとか、経営教育が全く無関心という点が問題だろうと私は認識しています。なので、

事業戦略、経営戦略を教えているような教育、その中で標準化を取り上げてもらう時期で

はないかと思います。標準の問題は技術の問題を超えてきているということが我々の認識

だと思います。 

 次に、ここに書かれていないのですが、タイムリーに取り上げてはいかがかということ

を提案させてください。３点ほどです。 

 １点目は、以前の委員会で述べていますけれども、リサーチノートの問題です。リサー

チノートは少し軽視され過ぎていないか。 

第一に不正防止です。韓国での例の問題、それから私のいる大学でのねつ造疑惑の問題

など、やはりエビデンスが全くないということが大問題になっています。あるいは、エビ

デンスとしてのリサーチノートをちゃんと取る規則になっていないということです。これ

は恐らく総合科学技術会議でも御議論されると思いますけれども、そのことを考えて、リ

サーチノートが盗用、ねつ造、改ざんの３つの不正を防止する意味を強調したい。 

 第二にインベンターンシップ、すなわち発明者認定の問題です。職務発明の騒動がこれ

から相当予想されますけれども、そのときにはやはりラボノート、リサーチノートがなけ

れば紛争はますます大変になってしまいます。 

 第三に、今度はそのリサーチノートができたけれども、これが盗まれるという、いわゆ

る産業スパイ的なものが今、復活している話を皆さんお聞きだと思います。これらを考え

ると、リサーチノートの問題は従来の、例えば 2005 推進計画にも書かれていましたけれど

も、時期的にタイムリーにここでもう一度、大学、それから企業に促すということが必要

なのではないかと思います。 

 ２点目は、これも書かれてはいないのですが、活用の分野で、従来言われていたかもし

れませんし、2005辺りで言われていますが、ゼネコン等が入札をするときに特許を使った
技術が排除される、外されてしまうという問題への対応がなかなか進展していないという

ことがあります。知財教育のセッションでゼネコンの関係者から必ず挙がってくるのがこ

の問題なんです。うたってはいるけれども、実施はされていない。技術開発をやって特許

をせっかく取っても、それが外された入札をされては何のために知財をつくったのかわか

らないという声が非常に多いのです。こういうようなものが調達の中でやはり考慮される
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べきだというのが２点目です。 
 ３点目は、これまた同じなのですが、大学などで使われた特許は日本版のバイドール法

で切り出していけるようにはなりましたけれども、それ以外の機関では意外とまだ拘束さ

れている。例えばＮＴＴなどの場合、ＮＴＴ法でだれでも使えなければいけないというこ

とですから、だれもが使わないという特許の状況になっています。 

 それで問題は何だという意見もあるのかもしれませんけれども、恐らく日本版バイドー

ル法その他で進めている以上は、ある程度の公的な関わりがある特許は、社会的に本当に

活用される形に変わらなければいけないと思います。その辺は具体的にどうだという御議

論はあると思うんですが、課題としてはその辺を洗い出す時期に入っているのではないか

という点を指摘させていただきました。以上です。 

○阿部会長 ありがとうございました。いずれも重要な御指摘なのですが、３つおっしゃ

ったうちの１番目と２番目は従来ありますけれども、多分もう少し踏み込んでもう一回き

ちんと書いたらどうか、しかも、現状の問題点を踏まえた上でということだと思います。

３番目は私は記憶がないんですが、新しいですね。ありがとうございました。 

 ほかの方からいただきたいと思います。では、吉野委員どうぞ。 

○吉野委員 １つだけ、既に動き出しているようですけれども、特許審査の迅速化・効率

化等、それから出願構造改革の推進ということと両方に絡むのは、どんどん処理が大変だ

から力づくで抑え込もう。その部分ですね。そういうものが余り強くなり過ぎると、せっ

かく知財のムードが高まっているのに、それを冷やすことになると思うんです。 

 したがって、そのバランスをきちんと考えながらやらないと、とにかくどんどんたまっ

ちゃうから力づくで抑えようというような感じのところがありまして、是非ともそこはバ

ランスを取ることに気を配りながらやらなければいけない、やっていただきたいというこ

とを申し上げます。 

○阿部会長 ありがとうございます。吉野さんの会社から見ても、相当強いんですか。 

○吉野委員 例えば、先ほど海外出願の話が出ましたね。あれも結局、国際性がない出願

みたいなものを抑制しようという意図だと思うんです。できるだけ多くのものが国内だけ

ではなく海外にも通用するような出願の質というか、そういうものに変えていこうという

意図があるんだと思いますが、相当これからそのプレッシャーはいろいろなところへ出て

いくことになるんじゃないか。 

○阿部会長 ありがとうございました。その他、どうぞ。 

○加藤委員 追加的な話で、何度も言いますが、当社はアメリカの先発明主義に対抗する

ために 15 年前から第三者のサインをしたノートブックの作成を義務付けています。 

 一方で、様々な特許を出願されている日本のある教授の研究室ではノートブックがルー

ズリーフだと聞きました。これでは全然だめです。その先生に、そういうことをやってい

てはだめですよと言うと驚かれていましたが、まだその程度です。それが一流大学の教授

です。 
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 ですから、やはり妹尾先生が言われるように、これははっきり書いておいた方が、黄教

授じゃないですけれども、いろいろな意味で防衛できる。その代わりものすごく煩わしい

ですね。１週間まとめてノートブックを確認しようとかということも出てきます。これは

別の細かい話ですが。 

○阿部会長 ありがとうございました。八田先生、何かありましたらどうぞ。 

○八田委員 審査を単独でやるか合議でやるかについてですが、今まで合議の場合はほと

んど意見が一致しているのでしょうか、、割れているのでしょうか。これが１つの基準にな

るのではないかと思います。 

 第２に、田中委員の御指摘があったようなことを考慮すると、「単独でやるけれども、時々

それを別な人たちが抜き打ちのチェックをやる。それで、有能さが判明した人には単独で

やり続けてもらうし、そうでない人は合議でやる。」というような仕組みが要るのではない

かと思います。 

 それから、特許の件数が多過ぎる理由の１つは、日本の特許料の方がアメリカよりも安

いんじゃなかったですか。我々経済学者から見ると出願数が多すぎるならば特許料を高く

して、自信がある人だけ出願して頂戴ということが普通の話だろうと思います。 

 重複も同じことです。２回申請してもいいけれども、相当な料金を取るよという仕組み

になっていれば、自分のケースに自信がある方だけが出願してくるでしょう。この問題も

価格機能を入れることでかなり改善するのではないかと思いました。 

 それから、最後の大学と企業の共同研究のときにどうするかというのは、ここではとて

も言い切れないですが、大学が間接費をどれだけ取っているかということが基本的な問題

です。もし民間の企業が大学と共同研究するならば、それ相応の間接費を大学に対して払

う。全体で研究費のちょうど倍ぐらいの額を払う。大学は間接費をそこの研究室だけでは

なくてほかのいろいろなことに使ってもいい。その代わり、成果はかなり企業が優先して

使えるようにする。そういうような一種の支払いをきちんとすることによって両方ともメ

リットがあるような仕組みを考えることが必要なのではないか。以上です。 

○阿部会長 ありがとうございました。今３つおっしゃったのですが、事実関係はどうな

っていますか。単独の場合と、あとは価格の問題ですね。 

○藤田事務局次長 定量的なデータは今ございませんけれども、３人合議体でやっている

場合にも、その原案を書く方というのは３人のうちの１人ですが、その１人が中心になっ

て検討をし、あとの２人の方に相談をして結論を出すということになっているようでござ

います。もちろん中には意見が違う場合もあるでしょうけれども、多くの場合はその担当

の方の結論にほかの方も同意をするというふうに聞いております。 

 それから料金ですけれども、これもなかなか一概に比べにくくて、例えば出願と審査請

求と、それからその後に払う特許の年金と、それぞれ高い低いがあります。総じて、日本

はアメリカなどに比べると安いという面はございます。 

○阿部会長 オーバーヘッドは御意見で、競争的研究資金も 30％ということになっている
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のですが、一部は導入していますけれども、まだ全体に浸透しておりませんので、その辺

がまずいかないと、多分民間も乗ってくれないかもしれません。そういうことで、総合的

にやっていく必要があるというのはおっしゃるとおりだと思います。ありがとうございま

した。 

 下坂委員、お待たせいたしました。 

○下坂委員 まず意見ですけれども、６ページの（３）の③の「特許発明のライセンスを

促進する」ということにつきましては先ほどからいろいろな意見が出ていて、現状の 73

条のままでも契約などをすることによって解決がつくのではないかという御意見とかいろ

いろありますが、事案などの検討を私はちゃんとした覚えはありませんで、継続的に是非

検討していっていただきたいと思いますので、このままこの形でお残しいただきたいと思

います。 

 それから、10 ページの「出願上位企業の特許率等を公表する」というところがございま

す。これは審査請求に対する特許率だけでなく、特許出願数に対する特許率も公表すると

いうことなのですが、これと似たようなものがございまして、私どもが代理をした出願に

対して成功率のいい代理人を発表する。脅しっぽいものもあるのですが、余り動じないこ

とにはしておりますけれども、ただ、特許出願数に対する特許率を出して、一体どういう

意味があるのか。 

 会社によりましては開き直りまして、こちらは出したいものを出していく、知財立国と

言うならば発明をしていくのだからそれをどんどん出していってもいいじゃないか、それ

を代理人段階で、これはだめだとか、いろいろ言うのはけしからんとか、いろいろ意見が

ありまして、大変つらい立場にあります。特許出願数で審査請求をしなければ特許庁は出

願料だけもうけますから、別に大したことではないんじゃないかと思っておりますが。特

許出願数に対する特許率を出すのは特許出願の内容がこれほど悪いということのために出

すのか。その辺りの理由がはっきりわかりません。 

 それから、出願請求料のことが出ましたので、経済学者の御意見に抵抗するようですが、

十分今の審査請求料は高いものです。この審査請求料を改定します何年か前に経済学者の

方からやはり同様の意見がありまして、それで結局、審査請求料が現在のように値上げさ

れました。 

 だからと言って出願は減っておりません。会社によっては、必要なんだから出願は予算

を幾ら付けてでも出していくんだということなのです。そこの心理を経済学者の方々がど

のようにコントロールできるとお考えか。そこら辺がわかればお教えいただきたいと思い

ます。日本の料金は安いかもしれませんけれども、私どもがやっておりまして審査請求が

何件も重なりますと印紙代だけで大変な値段になってまいりますから、決して中小企業な

どにとって安い金額ということは言えないと考えております。 

 金額を上げるだけ上げれば出願が減ってしまうということであれば、そして、出願を減

らすことだけを特許庁が目的となさるのであれば、おやりになってみたらいいと思います。 
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ただし、そのときは、納付される出願金額の方もそれだけ減っていくのではないかと思い

ます。 それから、無効審判を重複してやらないために１人１回という表現が 11 ページに

ございましたけれども、経験上から言いますと１人同一人が１回ということは違う人を使

って何回も出せるということでございます。先ほど田中委員は自社のみをお考えでしたの

で、大変まじめな御疑問でございましたけれども、現実の仕事では、無効審判の大変難し

い事件が、ある一地方の八百屋の御主人が出されとか、いろいろなものがございまして、

重複的に何回も出てきます。だから、もしそういうことを阻止するのであれば１人同一人

１回ということ以外にも何か考えていかなければいけないのではないか。余りやり過ぎる

と、今度は国民の権利を阻害してしまうことにならないかなど、その辺りのこともあると

いうふうに考えております。 

 それからもう一点だけ、18 ページに「個人輸入等の取締りを強化する」ということがあ

りまして、インターネットの関係でございますが、それに関係しましてプロバイダーの方

にいろいろ要求をして、その方たちが今インターネット・オークションに出す人たちに対

して働きかけをしていっていただいていると聞いています。身分証明書の提出をしたりし

ていただいているということで、一時は随分インターネット・オークションの模倣品汚染

率が減ったそうです。ただ、ちょっとリバウンドしてしまっているというところがあるそ

うです。 

 もう一つは、オークションに出す人が大変厳しいプロバイダーのところには真正な商品

をまともに出し、それから、にせものに関してはプロバイダーの甘いところ、これが幾つ

もあるそうですが、そこら辺に出していくという傾向が出てきたと聞いております。そこ

までどのように取り締まっていけばいいのかという問題があります。以上です。 

○阿部会長 ありがとうございました。 

○八田委員 出願が増えるとどれだけコストがかかるかは精査しなければいけないのです

が、とりあえずアメリカから日本に出願する方が日本から向こうに出願するよりはるかに

多いというのは、特許出願料の差が一つの要因ではないかと思います。 

 それから、今おっしゃったように一遍だめだと言われても何遍でも要求をする。これも

現在の出願料はやはり安いということです。 

 それから、中小企業が困るではないかということですが、本当にいい発明ならばその中

小企業の発明に対してシンジケートを組んでサポートしてやろうという人が出てくるはず

です。 

 もちろんこんな簡単なオブザベーションだけでは最終的な判断はできませんけれども、

出願料が低すぎる可能性はかなり高いといえるでしょう。実際のコストとどの程度見合っ

ているか、やはり慎重に検討されるべきではないかと思います。 

○阿部会長 ありがとうございました。 

○田中委員 再確認だけですけれども、６ページの「特許発明のライセンスを促進する」

ということで、下坂先生は、そのまま残した方がいいのではないかということですが、ラ
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イセンスを促進する目的と、「共有特許のライセンス見直し」が出てきた意味合いとがどう

もはっきりしないんですね。不実施補償ですとかを意識してこういうことをどなたかが言

い始めたのか、あるいはほかの目的なのか。 

 例えば、キヤノンとある大学とが共同研究をやり、大学がキヤノンのコンペティターに

勝手にそのライセンスをどんどんするという状況を想像すると、大学と共同研究する企業

はまずいなくなりますね。ですから、共有特許についてのライセンスは大学はどんどん外

部に対して促進はできるんですけれども、発明を創出する共同研究自体が場合によっては

なくなってしまうのではないでしょうか。全体を見据えてきちんと議論をしていく必要が

あると私は思っております。 

 それから、インターネットの 18 ページですけれども、これは下坂先生も御指摘のとおり

でございます。最近インターネット・オークション等で、個人輸入なのか、あるいは業と

してやっているのかという境が明確ではなくなってきました。外国のネットオークション

でにせものを買ってくる。これは個人輸入だ。それを、今度は違うオークションで自分自

身が他人に売るというようなことも実は行われているんですね。ですから、私は、個人と

いえどもにせものを売り買いするという行為については明確に規定を設けて禁止していく

べきだと思っております。以上でございます。 

○阿部会長 ありがとうございました。今、御発言がありましたように、非常に議論を重

ねて結論に達すべきところと、それからそういう必要は必ずしもなくてこの文言でほぼ良

いのではないか。あるいは、字句の訂正ぐらいで済むというところと、たくさんいろいろ

な項目がありますので、そこについてどうこれから整理していくかということだと思いま

す。 

 やはり相当時間をかけて検討しなければいけないものについては、それがわかるように

書いていただく必要があるのだろうと思いますが、今日のところはもう時間になってまい

りましたので、とりあえず終わらせていただきますけれども、委員の先生方にお願いした

いのは、今日いろいろ御発言をいただきましたので後で事務局で整理をしてくれると思い

ますが、御発言されない部分について是非ということが後で出てきましたらメモを頂戴で

きればありがたいと思います。御発言されたところでも結構ですけれども、今週中だそう

でございますので、今日は月曜日ですから時間だけで言えば多少ゆとりがあるかもしれま

せんが、お忙しい先生方で申し訳ありませんが、よろしくお願いいたします。 

 事務局においては、本日の御議論を踏まえて、更にいただいたメモを含めて案文を修正

して、また委員の方々及び関係省庁と御調整をしていただいて、次回の専門調査会にリバ

イズドバージョンを出していただくということで、大変忙しいところですが、よろしくお

願い申し上げます。 

 それでは、予定の時間がまいりましたので、本日の会合はこの辺で閉会にしたいと思い

ますが、もう一回申し上げますと、次回は先ほど申し上げました知的財産基本法の施行状

況及び今後の方針の報告書案及び知的創造サイクルに関する重点課題の推進報告の報告書
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案について御決定をいただくところまで持っていきたいと考えておりますので、よろしく

お願い申し上げます。 

 なお、報告書案に対する相談の方法やスケジュール等につきましては、事務局より後日

先生方に御連絡をさせていただくと聞いております。 

 次回の専門調査会は２月 17 日金曜日 14 時から 16 時、この場所で行います。 

 それでは、本日はどうもありがとうございました。 


